
（2021年11月現在） 

 2021年度中間期決算説明資料 



2 

目次 

Ⅲ コーポレートガバナンス体制 19 

1. ガバナンス体制図 20 

2. 役員体制 21 

Ⅳ サステナビリティ経営の推進 22 

1. 大東銀行グループサステナビリティ方針 23 

2. 「SDGs取組方針」の重点テーマ 24 

Ⅰ 長期業績動向 3 

1. 経常収益の状況 4 

2. 経常利益、当期純利益の状況 5 

3. 総預金+預り資産残高の推移（単体） 6 

4. 貸出金の推移（単体） 7 

5. 与信費用の状況（単体） 8 

6. 不良債権（開示債権）の状況（単体） 9 

7. 自己資本の状況（連結） 10 

8. 2021/9期（中間期）の業績 11 

Ⅱ 第五次中期経営計画の取組みについて 12 

1. 経営理念及び第五次中期経営計画 13 

2. 経営計画の実現に向けた取組み 14 

3. 法人分野の取組み 15 

4. 個人分野の取組み 16 

5. 経営基盤強化に向けた取組み 17 

6. 第五次中期経営計画の主要KPI 18 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

 ・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・  

・・・・・・・・・・・・・・・・ 



Ⅰ．長期業績動向 
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１．経常収益の状況 
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⇒2016/2マイナス金利導入 

マイナス金利政策導入以降、
金利の低下により減少 

2017/3期以降マイナス金利政策の影響等により減少傾向にありましたが、2021/3期は5期ぶりに増加しました。 

（億円） 
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２．経常利益、当期純利益の状況 

2005/3期以降、リーマンショックと東日本大震災が発生した期を除き、毎期利益を計上しております（10期連続黒字）。 
第五次経営計画1年目となる2021/3期も当期純利益は9億円となり、目標（7億円/年）を大幅に上回りました。 
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東日本大震災

発生 

⇒2016/2マイナス金利導入 （億円） 
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総預金（末残） 預り資産（投資信託+公共債+個人保険） 

３．総預金＋預り資産残高の推移（単体） 

2021/3末の総預金と預り資産残高の合計は、はじめて9,000億円を突破しました。 
足もとの2021/9末の総預金と預り資産残高の合計は、 2021/3末比357億円増加し、9,600億円を突破しました。 

6,227 

9,605 （億円） 

9,248 
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４．貸出金の推移（単体） 

2021/3末で22年ぶりに過去最高を更新。 
2021/9末の貸出金は住宅ローンの増加等により、2021/3末比更に188億円増加し6,000億円台を突破しました。 
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期末残高で 
6,000億円を突破 

1998/3末 貸出金残高5,334
億円であったが、不良債権処理等
により1,000億円減少 

（億円） 
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５．与信費用の状況（単体） 

2000/3期から2004/3期迄の5年間は年間約100億円の与信費用を計上しておりました。 
その後は、与信リミットを厳格化したことから、与信費用は大幅に減少しております。 

5年間で480億円超 
(96億円/年） 

2011/3 
東日本大震災

発生 
2008/9 

リーマンショック 

（億円） 

コロナ禍での業況 
悪化を想定し引当 
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６．不良債権（開示債権）の状況（単体） 

開示債権額は2004/3末比で約1/3に減少しております。 
足もとコロナ対策資金に積極的に取り組んだことなどから、開示債権比率は対前期末比0.2ポイント上昇し2.9％となりました。 
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連結自己資本額 連結自己資本比率 

７．自己資本の状況（連結） 

連結自己資本比率は、2021/9末で10.59％となり、2021/3末比0.18ポイント上昇しました。 

2021/3第二地銀各行平均 

9.42％（連結） 
※31行の比率の平均値。国際基準 
  1行、単体のみ6行を除く。 

2倍 
（+208億円） 

（億円） 
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8． 2021/9期（中間期）の業績 

貸出金利息の増加等に伴う資金利益（除く投資信託解約損益）の増加や、預り資産手数料の増加等に伴う役務取引等
利益の増加、加えて経費の減少などにより、本業収益であるコア業務純益（除く投資信託解約損益）は前年同期比大幅に
増加しました。 

479 

百万円  

741 
百万円 

1,527 
百万円 

2019/9期 2020/9期 2021/9期 

※ コア業務純益(除く投資信託解約損益) 
貸出業務や役務サービスなど金融機関の本来の収益力をあ
らわす。本業のもうけを示す営業利益にあたる業務純益から、
国債の売買損益、投資信託解約損益など、一時的な変動
要因を除いたもの。 

前年同期比  
+7億86百万円 
(+106.1％) 

単体 コア業務純益（除く投資信託解約損益）※ 

2020/9期 2021/9期 増減 

経常収益 6,064 5,821 △242 

  ※有価証券売却益控除後 5,247 5,739 492 

資金利益 
 （除く投資信託解約損益） 

3,708 3,979 270 

役務取引等利益 811 1,062 251 

経費（除く臨時処理分） 3,791 3,525 △265 

経常利益 809 1,287 478 

中間純利益 539 866 327 

コア業務純益 
  （除く投資信託解約損益） 

741 1,527 786 

与信関連費用 194 156 △38 

総資金利鞘 0.08% 0.14% 0.06% 

お客さま向けサービス業務利益率 0.02% 0.20% 0.18% 

（百万円） 

有価証券売却益
を除く経常収益は 

前年同期比 
492百万円増加 



Ⅱ．第五次中期経営計画の取組みについて 
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永年にわたり地域のお取引先さまと培った信頼を基本として、事業者の皆さまには、経営課題の解決策を真剣に考
え、提案し、共に新たな事業価値を創造（共創）することにより、地域の復興、活性化へ貢献します。 

個人の皆さまには、より良い未来や幸福の実現に向け、実のあるサービス提供を行ってまいります。 

 

共創力と提案力で地域の豊かな未来を実現する 

人材育成、人材活躍促進 

 
 

コンサルティング支援 
– 経営課題解決に向けたコンサルティング支援を行うことで、お

客さまの生産性改善を実現します。 
 

地域産業の構造変革への対応 
– 地域金融機関として創業支援のほか、事業承継やM＆A、

事業再生支援に積極的に取り組みます。 

法人分野 
 
 

資産形成サポート 
– お客さまの資産状況やライフプランに応じたご提案を行うこと

で、安定的な資産形成をサポートします。 
 

高齢者ニーズへの対応 
– 財産管理や相続など、高齢者が抱える悩みに対し、外部連

携先と協働することでワンストップでのサービスを提供します。 

個人分野 

１．経営理念及び第五次中期経営計画 

「共創力と提案力で地域の豊かな未来を実現する」という新たな経営理念のもと、「第五次中期経営計画」（2020年4月～
2023年3月）を策定し、営業地域における金融仲介機能発揮やお客さまの抱える様々な課題の解決に向けた支援を行って
おります。 

期間 

経営理念 

2020年4月～2023年3月（3年間） 

経営方針 

目指す 
経営指標 

 

能力に応じた適材適所の人材配置 
– 能力に応じた適材適所の人材配置を実現するため、年齢や性

別に捉われることなく多様な人材の活躍を促進します。 

 

人材競争力の強化 
– お客さまと共に新たな価値を創造していくため、コンサルティング

能力や目利き力、マネジメント力の強化に努めます。 

当期利益 
毎期 7 億円 → 10億円 

コア業務純益 
（除く投資信託解約損益） 

最終年度 15 億円 →20億円 

預り資産残高 
最終年度 50 億円増加 

※初年度（2020年）全ての指標において計画値を達成した事を踏まえ、計画期間の残り2年度（2021年度及び2022年度）については、当初公表した計画
値を上方修正しております。 
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２．経営計画の実現に向けた取組み 

お客さまの事業継続や生活を支援していくため、ウィズコロナにおける取組みを継続して行うほか、アフターコロナを見据え新た
な環境下での事業活動支援など、フェーズに応じた課題やニーズに適切に対応してまいります。 

法
人 

個
人 

ウィズコロナ 

資金繰り支援 
 制度資金を活用した実質無利子・無担保融資の積極活用 
 既往債務などについて元本・金利を含めた返済猶予などの条件

変更に柔軟に対応 

 

各種制度の情報提供、申請支援 
 助成金や補助金について申請のサポート・情報提供を実施 

事業転換、事業承継等の支援 
 事業環境の変化に伴う、事業転換や第二創業、事業承継やM

＆Aのサポート 
 事業転換等に伴う事業計画策定を積極的に支援 
 調達手段の多様化への対応 

 
経営コンサルティング 
 既存販路などに変わる販路拡大支援 
 IT技術を活用したBPRによる経費削減、業務効率化支援（生

産性向上） 

非対面取引 
 各種ローンのWEB完結商品の取扱い 

 
 

資産形成サポート 
 幅広い顧客ニーズに対応するため、商品ラインナップの見直し 

高齢者ニーズへの対応 
 個々の資産状況に応じたオーダーメイド型のコンサルティングを

展開 
 財産管理や相続など、高齢者が抱える悩みに対し、外部連携

先と協働でサービスを提供 

 

住宅取得支援 
 在宅ワーク等勤務形態の多様化による郊外移転やリフォーム

需要への対応 
 住宅取得ニーズへ迅速に対応する為、専門性の高いスタッフによ

る支援・相談体制を整備 

アフターコロナ 
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３．法人分野の取組み 

新型コロナウイルス感染症による影響を受けるお客さまを支援するため、資金繰り支援等に全力を挙げて取り組んだほか、事
業環境の変化に伴う、事業転換や第二創業、事業承継やM＆Aのサポートなど様々なニーズにお応えしてまいりました。 

新型コロナウイルス対策特別資金の実行件数 5,119 件 

新型コロナウイルス対策特別資金の実行金額 950 億円 

（うち実質無利子型） 797 億円 

•実質無利子型の融資を中心に新型コロナウイルス対策特別資金の取
扱いは5,000件以上になります。 

新規開拓先数 

• 2020年度の新規開拓先数は798先
で、前年度実績と比べおよそ2.5倍の
実績を計上。 

創業支援貸出件数 

• 2020年度の創業支援貸出件数は
213件（120億円）で、件数、金額
ともに前年度を大きく上回る実績を計
上。 

取引基盤の裾野拡大 

事業性融資の取扱い状況（’20/4/1～‘21/3/31） 

320 先 

798 先 

2019年度 2020年度 

96 件 

213 件 

2019年度 2020年度 

M＆Aのサポート事例 

•事業を営む皆さまが抱える悩みや、ニーズにお応えするため、外部機関
とも連携し積極的な支援を行っております。 

連携 

X社 
(本店営業部取引先) 

 運送業が主体、当行メイン先 
 建設部材や食品の物流倉庫

を保有 

ニーズ・悩み 
 

 代表者は体調面に不安 
 子どもは若く、後継者が

不在 
 従業員の雇用維持 マッチング 

本部 

本件による効果 
 

• 従業員の雇用、取引先の
継続維持 

 

本件による効果 
 

• 運送業に強みがあるX社と
倉庫業に強みがある当社
でのシナジー 

 

本店営業部 

外部
機関 

Y社 
(本店営業部取引先) 

 倉庫業が主体（老舗地場優
良企業子会社） 

 食糧庁指定倉庫、低温倉
庫、常温倉庫、加温倉庫等、
多様な倉庫を保有 

事業譲渡 

ニーズ・悩み 
 

 運送部門の強化 
 業容の拡大 
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４．個人分野の取組み 

金融市場の変化に合わせた適切な提案により、お客様の資産形成をサポートしてまいりました。 
また、多様化する住宅取得ニーズにお応えする為、2021年4月に住宅ローン商品のリニューアルを実施いたしました。  

資産形成サポートの取り組み状況 住宅取得支援 

•金融市場の変化に合わせた適切な提案により、お客様の資産形成に
寄与しております。 

2020/3末 2021/3末 2021/9末  

総預金（末残） 7,437  8,087  8,386  

個人預金 5,294  5,540  5,559  

法人預金 1,487  1,904  2,102  

公金・金融機関 655  642  723  

預り資産残高 1,102  1,160  1,218 

投資信託 341  476  524  

個人保険 704  630  643  

公共債 56  53  51  

総預金＋預り資産残高 8,540 9,248 9,605 

年度末基準で 

過去最高 

遺言代用信託の取り扱い開始 

• 高齢化社会の進展に伴う世代間の資産承継ニーズに対応する為、新たにオリックス
銀行の提供する遺言代用信託「つなぐ、エール」の取り扱いを開始。 

（億円） 

•商品リニューアルを行った2021年4月以降、住宅ローン残高は大幅に
増加傾向となっております。 

（億円） 
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月

 

2020年 2021年 

住宅ローン商品のリニューアル 

• お客さまの幅広いニーズにお応えできるよう、商品内容を拡充いた
しました。 

 

 借入期間最長40年のため、ゆとりを持った返済計画を立てることができ
ます。 

 お使いみちにセカンドハウスを加え、ご両親やお子様の住宅取得をご支
援できます。 

 住宅資金に加えて、お借入中のローン、クレジット及び車購入資金な
どをおまとめすることが可能な「住宅ローンLife」の取扱を開始しまし
た。 



17 

440

460

480

500

520

540

560

580
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8,500

9,000

’17/3期 ’18/3期 ’19/3期 ’20/3期 ’21/3期 

５． 経営基盤強化に向けた取組み 

△16.8% 
業務効率化 

△18.3% 
経費削減 

（百万円） 

※ 経費は人件費＋物件費 

TV会議システムの 
導入・活用 

各種申請・稟議書の 
電子化 

タブレット会議導入 

帳票類の整理・統合 報告物の廃止・軽減 

定型業務の効率化 
（RPA導入含む） 

融資業務集中化 
（ローン稟議、実行） 

経費削減 業務効率化 

単価交渉による削減 
各種郵送物の 
廃止・削減 

電力料金の削減 

（人） 

※ 人員数は有価証券報告書ベース 

店舗運営体制の 
効率化 

現状の業務フローの合理化・効率化のみならず、業務そのものの在り方を検討するなど、抜本的な業務改革を継続的に行っ
ております。こうした取組みを徹底した結果、生産性は大きく向上し、人員数においても大幅なスリム化を実現しております。 
大口先交渉や経費単価の見直しなど地道な削減努力により、物件費も年々減少しております。 

経費の推移（単体） 人員数の推移（単体） 
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６．第五次中期経営計画の主要KPI 

中期経営計画主要KPIの進捗 

当期純利益（単体） コア業務純益（除く投資信託解約損益） 預り資産残高増加額※ 

9.4億円 
8.8億円 

2020年度 2021年度 

中間期 

2022年度 

19.3億円 

15.2億円 

2020年度 2021年度 

中間期 

2022年度 

60億円 
増加 

121億円 
増加 

2020年度末 2021年度 

中間期末 

2022年度末 

修正目標 

毎期 10 億円 

当初目標 

毎期 7 億円 

当初目標 

最終年度 15 億円 

修正目標 

最終年度 20 億円 

修正目標 

最終年度 50 億円増加 

第五次中期経営計画初年度にあたる2020年度は、全ての指標において計画値を上回ることが出来ました。こうした状況を
踏まえ、中期経営計画の残り2年度（2021年度及び2022年度）は、当初公表した計画値を上方修正いたしました。 
足もとの2021年度中間期において、修正目標に対しても進捗ラップを大幅に上回るペースで推移しております。 

※ 預り資産残高は、投資信託、個人保険の合計 



Ⅲ．コーポレートガバナンス体制 
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１．ガバナンス体制図 

株主総会 

当行は2020年6月の監査等委員会設置会社への移行に伴い、更なる監査体制の強化・充実を図ることでコーポレートガバ
ナンスの強化をしております。また、2021年2月には取締役の指名・報酬などの決定に関する手続きの公正性・透明性・客観
性を強化することを目的に指名・報酬委員会を設置しております。 

ガバナンス体制 

経営・監督 

業務執行 

取締役（監査等委員を除く） 監査等委員会 

監査部 

会
計
監
査
人 

取締役会 

監査・監督 

指名・報酬 
委員会 

会計監査 

連携 

連携 

連携・報告 報告 指揮・命令 

選任・解任 選任・解任 

常務会 

本部 

営業店 

報告 

内部監査 

諮問 

答申 

選任・解任 
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２．役員体制 

氏名 役職名 取締役会 監査等委員会 指名・報酬委員会 常務会 

鈴木 孝雄  取締役社長 ◎ ◎ ◎ 

岡 安廣 常務取締役 ● ● 

三浦 謙一 常務取締役 ● ● ● 

大里 裕昭 取締役 ● ● 

渡辺 宏和 取締役監査等委員 ● ◎ ● ● 

清水 紀男 取締役監査等委員（社外取締役） ● ● ● 

松本 三加 取締役監査等委員（社外取締役） ● ● ● 

菅野 裕之 取締役監査等委員（社外取締役） ● ● ● 

佐藤 親  取締役監査等委員（社外取締役） ● ● ● 

古川 光雄 常務執行役員 ● 

村上 浩 常務執行役員   ● 

大八木 孝之 執行役員 ● 

片桐 久 執行役員 ● 

機関ごとの構成員（◎は議長・委員長） 

2021年6月25日開催の第116期定時株主総会でご承認頂いた当行の役員体制は下表のとおりです。 
取締役9名中4名が社外取締役で、取締役会における社外取締役の構成比率は44.4%となっているほか、指名・報酬委員
会においては構成員の過半数が社外取締役となっております。 

役員一覧 



Ⅳ．サステナビリティ経営の推進 
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1．大東銀行グループサステナビリティ方針 

大東銀行グループではサステナビリティ方針を定めております。地域社会の課題解決に資する取組みをより一層推進し、地域
社会の持続的成長に貢献してまいります。 

サステナビリティ方針 
大東銀行グループは、経営理念に基づく企業活動や気候変動等の環境問題など地域社会を取り巻くさまざまな課題解決に
向けた活動に取り組み、地域の発展と企業価値向上の両立を目指す持続的経営に努めてまいります。 

コーポレートガバナンスの強化・充実を経営上の重要課題と認識し、
お客さまや地域、株主の皆さまといった様々なステークホルダーとの揺
るぎない信頼関係構築に努めるとともに、コンプライアンス態勢のさら
なる強化に取り組んでまいります。 

地域、社会の期待に応える幅広い金融サービスの提供によって地域
の経済を支えていくとともに、地域、社会のニーズを踏まえ、経営資源
を活かした地域社会の発展に資する活動に取り組んでまいります。 

美しく豊かな福島県の自然環境を維持し次世代へと継承していくこと
は我々の責務であり、事業活動を通じて環境負荷低減に貢献する
とともに、事業活動と自然環境の調和を意識した持続可能な地域
社会の実現に向け、生物多様性保全などを含めた環境課題の解決
に取り組んでまいります。 

大東銀行グループは、経営理念に基づく企業活動を通じて、ESG
（環境・社会・企業統治）に関する社会的課題の解決のほか、国
際連合が提唱するSDGs（持続可能な開発目標）の達成に貢献
し、地域とともに持続的な成長を目指してまいります。 

ESG取組方針 SDGs取組方針 

環境（Environment） 

社会貢献（Social） 

ガバナンス（Governance） 

重点テーマ 

地域経済・社会 
 

地域経済とコミュニティの 
活性化に貢献します 

ダイバーシティ 
 

ダイバーシティと 
働き方改革を推進します 

金融サービス 
 

より良い生活を送るための金
融サービスを提供します 

環境保全 
 

持続可能な環境の 
保全に貢献します 
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重点テーマ 

地域経済・社会 
地域経済とコミュニティの活性化に貢献します 
• 地域の成長市場の創出・活性化のための支援活動を行ってまいります 
• 社会貢献活動を通じて、暮らしやすい街づくりに貢献します 

金融サービス より良い生活を送るための金融サービスを提供します 
• お客さま本位の業務運営を実践し、将来に向けた安定的な資産形成および円滑な相

続・資産承継等をサポートします 
• お客さまの多様な課題やニーズに応じた金融サービスを提供し、共に新たな事業価値を

創造することにより地域経済に貢献します 

ダイバーシティ ダイバーシティと働き方改革を推進します 
• 多様な人材が活躍でき、多様なキャリア形成が可能となる職場をめざします 
• 従業員の健康保持・増進に努めます 
 

環境保全 

持続可能な環境の保全に貢献します 
• 地域社会の環境負荷低減や福島県の環境保全活動に貢献します 
• お客さまの環境保全に向けた事業・取組みを支援します 

2．「SDGs取組方針」の重点テーマ 

SDGsの目標達成と持続可能な社会の実現に向け、企業活動を通じて社会の課題解決に取り組んでいます。 



本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は将来の業績
を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績等は、今
後さまざまな要因によって予想数値と異なる可能性があることにご留意くださいますようお
願いします。本資料は、当行に関する理解を深めていただくための資料であり、投資勧
誘を目的としたものではありませんので、予めご了承くださいますようお願いします。 

本資料に関するお問い合わせ先 

大東銀行 経営部 
TEL：024-925-3872（ダイヤルイン） 


